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(57)【要約】
【課題】マトリックス樹脂に対する分散性が高く、マトリックス樹脂を効果的に補強可能
な繊維状補強剤を提供する。
【解決手段】本発明の繊維状補強剤は、セルロース系繊維（Ａ）と、合成樹脂繊維（Ｂ）
とに、溶媒中で機械的剪断力を作用させて得られる繊維（Ａ）及び（Ｂ）の微小繊維を含
有する。繊維（Ｂ）は、オレフィン系の分割繊維であってもよい。セルロース系繊維（Ａ
）と、繊維（Ｂ）との固形分重量比は、１０／９０～９０／１０であってもよい。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　マトリックス樹脂を補強するための繊維状補強剤であって、セルロース系繊維（Ａ）と
、合成樹脂繊維（Ｂ）とに、溶媒中で、機械的剪断力を作用させて得られ、かつ前記セル
ロース系繊維（Ａ）及び合成樹脂繊維（Ｂ）の微小繊維を含む繊維状補強剤。
【請求項２】
　合成樹脂繊維（Ｂ）が、繊維状オレフィン系樹脂、又は繊維状オレフィン系樹脂を叩解
処理して得られる微小繊維状オレフィン系樹脂である請求項１記載の繊維状補強剤。
【請求項３】
　セルロース系繊維（Ａ）の微小繊維と、合成樹脂繊維（Ｂ）の微小繊維とを、１０／９
０～９０／１０の割合（固形分重量比）で含有する請求項１又は２記載の繊維状補強剤。
【請求項４】
　セルロース系繊維（Ａ）の微小繊維及び合成樹脂繊維（Ｂ）の微小繊維が、それぞれ、
平均繊維長（Ｌ）０．０１～１ｍｍ、平均繊維径（Ｄ）０．００１～１μｍ、及びアスペ
クト比（Ｌ／Ｄ）１００～１００００を有する請求項１～３の何れかの項に記載の繊維状
補強剤。
【請求項５】
　セルロース系繊維（Ａ）と合成樹脂繊維（Ｂ）とを、溶媒中で機械的に剪断処理して、
懸濁液を調製し、この懸濁液から溶媒を除去して、セルロース系繊維（Ａ）及び合成樹脂
繊維（Ｂ）の微小繊維を含む繊維状補強剤を製造する方法。
【請求項６】
　機械的剪断処理が、ホモジナイズ処理である請求項５記載の製造方法。
【請求項７】
　請求項１～４の何れかの項に記載の繊維状補強剤を含む繊維強化樹脂。
【請求項８】
　繊維状補強剤と、合成樹脂繊維（Ｂ）を構成する樹脂繊維と同種の樹脂とを含む請求項
７記載の繊維強化樹脂。
【請求項９】
　請求項７又は８記載の繊維強化樹脂で形成された樹脂成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂成形体の機械的強度などを改善するのに有用な繊維状補強剤及びその製
造方法、この繊維状補強剤を含む繊維強化樹脂、並びに繊維強化樹脂で形成された成形体
に関する。
【背景技術】
【０００２】
　繊維径が小さい微小繊維状樹脂（又は微小繊維）は、種々の添加剤、例えば、樹脂成形
体の強度を向上させるためのフィラーとして、また、不織布状シートの強度を改善するた
めの強化剤又は紙力強化剤、濾過性能を向上させるための濾過助剤、食品添加物などに広
く利用されている。
【０００３】
　また、微小繊維状樹脂は、表面積の大きさ、均一分散性、絡み合い、粉体保持性などの
特性を利用して、物質強度の向上以外にも、隠蔽性、絶縁性、軽量化などの改善において
、広く実用化されている。
【０００４】
　しかし、微小繊維状樹脂を、ベース樹脂に混合する場合、ベース樹脂及び／又は微小繊
維状樹脂の種類などによっては、微小繊維状樹脂を、ベース樹脂に均一に分散するのが困
難であり、併用効果を十分に得られない場合がある。特に、セルロース系樹脂は、親水性
基を有するため、セルロース系微小繊維の樹脂に対する分散性は低い。
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【０００５】
　例えば、特表平９－５０９６９４号公報（特許文献１）には、熱可塑性ポリマーマトリ
ックスとセルロース充填材とを含む組成物において、セルロース充填材が個別化されたミ
クロフィブリルセルロースを含むことが開示されている。この文献には、ポリマーマトリ
ックスとしてポリマー粒子を含むポリマーラテックスが記載され、ポリマーラテックスと
ミクロフィブリルセルロースの水溶性懸濁液とを撹拌下で混合して水溶性組成物を得るこ
とが記載されている。さらに、この文献では、セルロースのミクロフィブリル化において
、ホモジナイザーを使用することが記載されている。しかし、この方法では、樹脂の種類
が親水性又は水分散性樹脂に制限され、用途が著しく限定される。また、コスト面におい
ても有用でない。
【０００６】
　また、特開２００８－１７９９２２号公報（特許文献２）には、相分離した複数の樹脂
で構成された複合繊維を叩解処理により分割して得られるフィブリル化繊維が記載されて
おり、このようなフィブリル化繊維が水に対して高い分散性を有することが開示されてい
る。しかし、特許文献２には、マトリックス樹脂に対するフィブリル化繊維の分散性及び
補強性については開示されていない。
【特許文献１】特表平９－５０９６９４号公報（請求項１、６、第８頁第７～９行）
【特許文献２】特開２００８－１７９９２２号公報（請求項１、段落番号[0071][0075][0
076]）
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　従って、本発明の目的は、疎水性マトリックス樹脂などを用いる場合であっても、マト
リックス樹脂への分散性又はマトリックス樹脂の補強性を大きく改善できる繊維状補強剤
、及びこの繊維状補強剤を簡便にかつ効率よく製造する方法を提供することにある。
【０００８】
　本発明の他の目的は、幅広い種類の樹脂に対して、均一に分散可能で、樹脂成形体の機
械的強度を改善可能な繊維状補強剤及びその製造方法を提供することにある。
【０００９】
　本願発明のさらに他の目的は、マトリックス樹脂に微小繊維が高い分散性で分散し、機
械的強度が改善された繊維強化樹脂又は成形体（樹脂成形体）を提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明者らは、前記課題を達成するため鋭意検討した結果、セルロース系繊維と、合成
樹脂繊維（Ｂ）とを、溶媒中で機械的に剪断すると、疎水性マトリックス樹脂を用いる場
合であっても、マトリックス樹脂に対して均一に分散可能で、マトリックス樹脂を効果的
に補強できる繊維状補強剤（繊維状組成物）が得られることを見いだし、本発明を完成し
た。
【００１１】
　すなわち、本発明の繊維状補強剤は、マトリックス樹脂を補強するための繊維状補強剤
であって、セルロース系繊維（Ａ）と、合成樹脂繊維（Ｂ）とに、溶媒中で、機械的剪断
力を作用させて得られ、かつ前記セルロース系繊維（Ａ）及び合成樹脂繊維（Ｂ）の微小
繊維を含有する。なお、セルロース系繊維（Ａ）の微小繊維は、疎水化剤（サイズ剤、金
属カップリング剤、アシル化剤、イソシアン酸誘導体、油脂類、ワックス及び／又は疎水
性樹脂など）で疎水化処理されていない非疎水化微小繊維であってもよい。
【００１２】
　合成樹脂繊維（Ｂ）は、繊維状オレフィン系樹脂、又は繊維状オレフィン系樹脂を叩解
処理して得られる微小繊維状オレフィン系樹脂であってもよい。繊維状補強剤は、セルロ
ース系繊維（Ａ）の微小繊維と、合成樹脂繊維（Ｂ）の微小繊維とを、１０／９０～９０
／１０の割合（固形分重量比）で含有してもよい。繊維状補強剤において、セルロース系
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繊維（Ａ）及び合成樹脂繊維（Ｂ）の微小繊維は、それぞれ、平均繊維長（Ｌ）０．０１
～１ｍｍ、平均繊維径（Ｄ）０．００１～１μｍ、及びアスペクト比（Ｌ／Ｄ）１００～
１００００を有してもよい。
【００１３】
　前記繊維状補強剤は、溶媒中で、セルロース系繊維（Ａ）と、合成樹脂繊維（Ｂ）とに
、溶媒中で機械的に剪断処理して、懸濁液を調製し、この懸濁液から溶媒を除去すること
により製造できる。機械的剪断処理は、ホモジナイズ処理であってもよい。
【００１４】
　本発明には、前記繊維状補強剤を含む繊維強化樹脂、及びこの繊維強化樹脂で形成され
た樹脂成形体も含まれる。繊維強化樹脂は、繊維状補強剤と、合成樹脂繊維（Ｂ）を構成
する樹脂繊維と同種の樹脂とを含んでもよい。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の繊維状補強剤は、セルロース系繊維と、合成樹脂繊維（Ｂ）とを、溶媒中で機
械的に剪断するので、疎水性マトリックス樹脂などを用いる場合であっても、マトリック
ス樹脂への分散性又はマトリックス樹脂の補強性が大きく改善されている。しかも、本発
明では、このような繊維状補強剤を簡便にかつ効率よく製造することができる。また、前
記繊維組成物は、幅広い種類の樹脂に対して、均一に分散可能で、樹脂成形体の機械的強
度を効果的に改善することができる。また、繊維状補強剤とマトリックス樹脂とを組み合
わせると、マトリックス樹脂に繊維状補強剤（の微小繊維）が高い分散性で分散するため
、繊維強化樹脂又は成形体（樹脂成形体）の機械的強度を大きく改善できる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００１６】
　本発明の繊維状補強剤（繊維状組成物）は、セルロース系繊維（Ａ）と、合成樹脂繊維
（Ｂ）とに、溶媒中で、機械的剪断力を作用させることにより得られ、セルロース系繊維
（Ａ）及び上記繊維（Ｂ）が微小化された微小繊維を含有する。
【００１７】
　（セルロース系繊維）
　セルロース系繊維としては、高等植物由来のセルロース繊維［例えば、木材繊維（針葉
樹、広葉樹などの木材パルプなど）、竹繊維、サトウキビ繊維、種子毛繊維（コットンリ
ンター、ボンバックス綿、カポックなど）、ジン皮繊維（例えば、麻、コウゾ、ミツマタ
など）、葉繊維（例えば、マニラ麻、ニュージーランド麻など）などの天然セルロース繊
維（パルプ繊維）など］、動物由来のセルロース繊維（ホヤセルロースなど）、バクテリ
ア由来のセルロース繊維、化学的に合成されたセルロース繊維［セルロースアセテート（
酢酸セルロース）、セルロースプロピオネート、セルロースブチレート、セルロースアセ
テートプロピオネート、セルロースアセテートブチレートなどの有機酸エステル；硝酸セ
ルロース、硫酸セルロース、リン酸セルロースなどの無機酸エステル；硝酸酢酸セルロー
スなどの混酸エステル；ヒドロキシアルキルセルロース（例えば、ヒドロキシエチルセル
ロース（ＨＥＣ）、ヒドロキシプロピルセルロースなど）；カルボキシアルキルセルロー
ス（カルボキシメチルセルロース（ＣＭＣ）、カルボキシエチルセルロースなど）；アル
キルセルロース（メチルセルロース、エチルセルロースなど）；再生セルロース（レーヨ
ン、セロファンなど）などのセルロース誘導体など］などが挙げられる。これらのセルロ
ース系繊維は、単独で又は二種以上組み合わせて使用してもよい。
【００１８】
　なお、セルロース系繊維として、パルプを用いる場合、パルプは、機械的方法で得られ
たパルプ（砕木パルプ、リファイナ・グランド・パルプ、サーモメカニカルパルプ、セミ
ケミカルパルプ、ケミグランドパルプなど）、または化学的方法で得られたパルプ（クラ
フトパルプ、亜硫酸パルプなど）などであってもよく、必要に応じて叩解（予備叩解）処
理された叩解繊維（叩解パルプなど）であってもよい。なお、セルロース系繊維は、慣用
の精製処理、例えば、脱脂処理などが施された繊維（例えば、脱脂綿など）であってもよ



(5) JP 2010-84281 A 2010.4.15

10

20

30

40

50

い。
【００１９】
　原料となるセルロース系繊維の平均繊維長は、０．０１～５ｍｍ（例えば、０．０１～
３ｍｍ）、好ましくは０．０３～４ｍｍ（例えば、０．０５～２．５ｍｍ）、さらに好ま
しくは０．０６～３ｍｍ（特に、０．１～２ｍｍ）程度であり、通常０．１～５ｍｍ程度
である。また、原料セルロース系繊維の平均繊維径は、０．０１～５００μｍ（例えば、
０．０３～４００μｍ）、好ましくは０．０５～４５０μｍ（例えば、０．０６～４００
μｍ）、さらに好ましくは０．１～３００μｍ（例えば、０．２～２５０μｍ）程度であ
る。
【００２０】
　なお、セルロース系繊維（Ａ）の微小繊維は、疎水化剤［微小繊維状セルロースの親水
性基（ヒドロキシル基など）に疎水性保護基を結合させて疎水性基を導入することにより
疎水化可能な化合物（サイズ剤、金属カップリング剤（金属アルキル又はアリールアルコ
キシドなど）、アシル化剤、イソシアン酸誘導体（アルキルエステル、アラルキルエステ
ルなどのイソシアン酸エステルなど）など）、及び／又は微小繊維状セルロースの表面の
少なくとも一部に付着又は被覆することにより疎水化可能な疎水性化合物（油脂類、ワッ
クス、疎水性樹脂など）など］で疎水化処理されていない非疎水化微小繊維であってもよ
い。
【００２１】
　（合成樹脂繊維（Ｂ））
　セルロース系繊維（Ａ）と組み合わせて用いる合成樹脂繊維（Ｂ）としては、セルロー
ス系繊維以外の各種樹脂繊維が使用できる。樹脂繊維（Ｂ）は、セルロース系繊維（Ａ）
とともに機械的剪断処理することにより、微小繊維が得られる種類の樹脂の繊維であれば
よく、微小繊維（フィブリル化又はミクロフィブリル化繊維）であってもよく、機械的剪
断処理により微小化（フィブリル化又はミクロフィブリル化）可能な繊維であってもよい
。
【００２２】
　合成樹脂繊維（Ｂ）を構成する合成樹脂としては、特に制限されず、熱硬化性樹脂（フ
ェノール系樹脂、ポリウレタン系樹脂、ポリイミド系樹脂、ポリベンゾイミダゾール系樹
脂など）、熱可塑性樹脂などが挙げられる。
【００２３】
　熱可塑性樹脂としては、例えば、ポリアミド系樹脂、飽和ポリエステル系樹脂、ポリカ
ーボネート系樹脂、ポリフェニレンオキシド系樹脂、ポリフェニレンスルフィド系樹脂、
ポリケトン系樹脂、オレフィン系樹脂、アクリル系樹脂、脂肪酸ビニルエステル系樹脂（
ポリ酢酸ビニル、ポリプロピオン酸ビニルなどのポリ脂肪酸ビニルエステル；脂肪酸ビニ
ルエステルと他の共重合性単量体との共重合体など）、ビニル系樹脂などが挙げられる。
これらの熱可塑性樹脂のうち、ポリアミド系樹脂、飽和ポリエステル系樹脂、ポリフェニ
レンオキシド系樹脂、ポリフェニレンスルフィド系樹脂、オレフィン系樹脂、アクリル系
樹脂、ビニル系樹脂などが好ましい。
【００２４】
　ポリアミド系樹脂としては、ポリアミド４６、ポリアミド５、ポリアミド６、ポリアミ
ド６６、ポリアミド６１０、ポリアミド６１２、ポリアミド１１、ポリアミド１２、ポリ
アミド６／６６、ポリアミド６／１１などの脂肪族ポリアミド；脂環族ポリアミド；ポリ
アミド６Ｔ、ポリアミド９Ｔ、ポリアミドＭＸＤなどの芳香族ポリアミド；これらのポリ
アミドのうち少なくとも二種の異なったポリアミド形成成分により形成されるコポリアミ
ドなどが挙げられる。なお、ポリアミド系樹脂には、ポリアミドエラストマーも含まれる
。
【００２５】
　飽和ポリエステル系樹脂としては、芳香族ポリエステル（テレフタル酸単位を含むポリ
エステル、例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートなどのポ
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リＣ２－４アルキレンテレフタレートなどのポリアルキレンテレフタレート；ナフタレン
酸単位を含むポリエステル、例えば、ポリエチレンテレフタレートなどのポリＣ２－４ア
ルキレンナフタレートなどのポリアルキレンナフタレートなど）；脂肪族ポリエステル（
アジピン酸単位を含むポリエステル、例えば、ポリエチレンアジペート、ポリブチレンア
ジペートなどのポリアルキレンアジペート；ポリ乳酸など）、ポリアリレート、液晶性ポ
リエステルなどが挙げられる。これらのポリエステルは、通常、結晶性を有している。な
お、結晶性ポリエステルは、構成成分以外のジカルボン酸成分及び／又はグリコール成分
により変性されていてもよい。また、前記ポリエステル系樹脂には、ポリエステルエラス
トマーも含まれる。
【００２６】
　ポリフェニレンオキシド系樹脂としては、ポリ（２，５－ジメチル－１，４－フェニレ
ン）オキシド、ポリ（２，６－ジメチル－１，４－フェニレン）オキシド、ポリ（２－メ
チル－６－エチル－１，４－フェニレン）オキシド、ポリ（２，６－ジ－ｎ－プロピル－
１，４－フェニレン）オキシド、ポリ（２－メチル－６－クロロエチル－１，４－フェニ
レン）オキシドなどの単独重合体、これらの単独重合体をベースとして構成された変性ポ
リフェニレンオキシド共重合体、ポリフェニレンオキシド又はその共重合体にスチレン系
重合体がグラフトしている変性グラフト共重合体などが挙げられる。
【００２７】
　ポリフェニレンスルフィド系樹脂としては、ポリフェニレンスルフィド、ポリフェニレ
ンスルフィドケトン、ポリビフェニレンスルフィド、ポリフェニレンスルフィドスルホン
などが挙げられる。
【００２８】
　オレフィン系樹脂としては、オレフィン系単量体の単独重合体の他、オレフィン系単量
体の共重合体、オレフィン系単量体と他の共重合性単量体との共重合体が含まれる。オレ
フィン系単量体としては、例えば、鎖状オレフィン類［エチレン、プロピレン、１－ブテ
ン、イソブテン、１－ペンテン、４－メチル－１－ペンテン、１－オクテンなどのα－Ｃ

２－２０オレフィン（好ましくはα－Ｃ２－１０オレフィン、さらに好ましくはα－Ｃ２

－４オレフィン）など］、環状オレフィン類［例えば、シクロペンテンなどのシクロアル
ケン（Ｃ４－１０シクロアルケンなど）；シクロペンタジエンなどのシクロアルカジエン
（Ｃ４－１０シクロアルカジエンなど）；ノルボルネン、ノルボルナジエンなどのビシク
ロアルケン又はビシクロアルカジエン（Ｃ８－２０ビシクロアルケン又はビシクロアルカ
ジエンなど）；ジヒドロジシクロペンタジエン、ジシクロペンタジエンなどのトリシクロ
アルケン又はトリシクロアルカジエン（Ｃ１０－２５トリシクロアルケン又はトリシクロ
アルカジエンなど）など］などが挙げられる。これらのオレフィン系単量体は、単独で又
は二種以上組み合わせて使用できる。上記オレフィン系単量体のうち、エチレン、プロピ
レンなどのα－Ｃ２－４オレフィンなどの鎖状オレフィン類が好ましい。
【００２９】
　他の共重合性単量体としては、例えば、酢酸ビニル、プロピオン酸ビニルなどの脂肪酸
ビニルエステル；（メタ）アクリル酸、アルキル（メタ）アクリレート、グリシジル（メ
タ）アクリレートなどの（メタ）アクリル系単量体；マレイン酸、フマル酸、無水マレイ
ン酸などの不飽和ジカルボン酸又はその無水物；カルボン酸のビニルエステル（例えば、
酢酸ビニル、プロピオン酸ビニルなど）など］；ノルボルネン、シクロペンタジエンなど
の環状オレフィン；及びブタジエン、イソプレンなどのジエン類などが挙げられる。これ
らの共重合性単量体は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００３０】
　前記オレフィン系樹脂の具体例としては、ポリエチレン（低密度、中密度、高密度又は
線状低密度ポリエチレンなど）、ポリプロピレン、エチレン－プロピレン共重合体、エチ
レン－プロピレン－ブテン－１などの三元共重合体などの鎖状オレフィン類（特にα－Ｃ

２－４オレフィン）の共重合体などが挙げられる。また、オレフィン系単量体と他の共重
合性単量体との共重合体の具体例としては、例えば、鎖状オレフィン類（特に、エチレン
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、プロピレンなどのα－Ｃ２－４オレフィン）と脂肪酸ビニルエステル単量体との共重合
体（例えば、エチレン－酢酸ビニル共重合体、エチレンープロピオン酸ビニル共重合体な
ど）；鎖状オレフィン類と（メタ）アクリル系単量体との共重合体［鎖状オレフィン類（
特にα－Ｃ２－４オレフィン）と（メタ）アクリル酸との共重合体（例えば、エチレン－
（メタ）アクリル酸共重合体、プロピレン－（メタ）アクリル酸共重合体、アイオノマー
など）；鎖状オレフィン類（特にα－Ｃ２－４オレフィン）とアルキル（メタ）アクリレ
ートとの共重合体（例えば、エチレン－アルキル（メタ）アクリレート共重合体など）；
など］；鎖状オレフィン類（特にα－Ｃ２－４オレフィン）とジエン類との共重合体（例
えば、エチレン－ブタジエン共重合体など）；エポキシ変性ポリオレフィン（例えば、エ
チレン－グリシジル（メタ）アクリレート共重合体）、カルボキシ変性ポリオレフィン（
例えば、エチレン－無水マレイン酸共重合体）、エポキシ及びカルボキシ変性ポリオレフ
ィン（例えば、エチレン－（メタ）アクリル酸－無水マレイン酸共重合体）などの変性ポ
リオレフィン；オレフィン系エラストマー（エチレンプロピレンゴムなど）などが挙げら
れる。オレフィン系樹脂は、単独で又は二種以上組み合わせて使用できる。
【００３１】
　アクリル系樹脂としては、例えば、（メタ）アクリル酸、（メタ）アクリル酸エステル
［（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル
、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アクリル酸２－エチルへキシルなどの（メタ）ア
クリル酸Ｃ１－１０アルキルエステル；（メタ）アクリル酸ヒドロキシエチルなどの（メ
タ）アクリル酸ヒドロキシアルキル；（メタ）アクリル酸グリシジルエステルなど］、ア
クリロニトリルなどのアクリル系モノマーの単独重合体又は共重合体；アクリル系モノマ
ーと他のモノマーとの共重合体などが挙げられる。
【００３２】
　前記アクリル系単独重合体又は共重合体としては、ポリ（メタ）アクリル酸エステル、
アクリル酸エステル－メタクリル酸エステル共重合体、ポリアクリロニトリルなどが挙げ
られる。アクリル系モノマーと他のモノマーとの共重合体としては、（メタ）アクリル酸
エステル－スチレン共重合体、（メタ）アクリル酸－スチレン共重合体、アクリロニトリ
ル－ブタジエン－スチレン共重合体、アクリロニトリル－スチレン共重合体、アクリロニ
トリル－スチレン－（メタ）アクリル酸エステル共重合体などが挙げられる。
【００３３】
　ビニル系樹脂としては、塩化ビニル系樹脂［塩化ビニル系モノマーの単独重合体（ポリ
塩化ビニル系樹脂など）、塩化ビニル系モノマーと他のモノマーとの共重合体（塩化ビニ
ル－酢酸ビニル共重合体、塩化ビニル－（メタ）アクリル酸エステル共重合体など）など
］、ビニルアルコール系樹脂（ポリビニルアルコールなどのビニルアルコール系モノマー
の単独重合体、エチレン－ビニルアルコール共重合体などのビニルアルコール系モノマー
と他のモノマーとの共重合体など）、ポリビニルホルマールなどのポリビニルアセタール
樹脂などが挙げられる。これらのビニル系樹脂は、単独で又は二種以上組み合わせて使用
してもよい。
【００３４】
　合成樹脂繊維（Ｂ）としては、一種の合成樹脂繊維を用いてもよく、二種以上の合成樹
脂繊維を組み合わせてもよい。また、合成樹脂繊維（Ｂ）は、二種以上の樹脂繊維が複合
化された複合繊維（例えば、相分離した複数の樹脂で構成された複合繊維）を用いてもよ
く、このような複合繊維を叩解処理して得られる繊維（分割繊維）を用いてもよい。なお
、分割繊維では、繊維の叩解処理により、各樹脂の相が分割された状態となる。なお、分
割繊維の詳細は、例えば、特開２００８－１７９９２２号公報を参照できる。
【００３５】
　前記複合繊維を構成する樹脂は、特に制限されず、熱硬化性樹脂であってもよいが、通
常、熱可塑性樹脂（オレフィン系樹脂、アクリル系樹脂、ビニル系樹脂、ポリエステル系
樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリカーボネート系樹脂など）などを用いる場合が多い。これ
らの樹脂のうち、オレフィン系樹脂、ビニル系樹脂、ポリエステル系樹脂、ポリアミド系
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樹脂などが好ましい。これらの樹脂としては、前記合成樹脂繊維（Ｂ）を構成する熱可塑
性樹脂の項で例示の各樹脂が使用できる。
【００３６】
　前記オレフィン系樹脂のうち、ポリエチレン、ポリプロピレンなどが好ましく、前記ポ
リエステル系樹脂のうち、芳香族ポリエステル（テレフタル酸単位を含むポリエステル、
例えば、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレートなどのポリアルキレ
ンテレフタレート）；脂肪族ポリエステル（アジピン酸単位を含むポリエステル、例えば
、ポリエチレンアジペート、ポリブチレンアジペートなどのポリアルキレンアジペート；
ポリ乳酸など）などが好ましい。また、好ましいポリアミド系樹脂には、例えば、ポリア
ミド６、ポリアミド６６、ポリアミド６１０、ポリアミド６１２、ポリアミド１１、ポリ
アミド１２などの脂肪族ポリアミド系樹脂などが含まれる。また、ビニル系樹脂としては
、塩化ビニル系樹脂などが好ましい。
【００３７】
　これらの複合繊維を構成する樹脂のうち、オレフィン系樹脂、ビニル系樹脂、ポリエス
テル系樹脂及びポリアミド系樹脂、特に、オレフィン系樹脂などが好ましい。なお、前記
複合繊維は、通常、相分離した二種の樹脂で構成されている場合が多い。
【００３８】
　好ましい組み合わせとしては、（ａ）相分離可能な複数のオレフィン系樹脂の組み合わ
せ（例えば、ポリエチレン系樹脂とポリプロピレン系樹脂との組み合わせなどの異なるオ
レフィン系樹脂の組み合わせ、相分離可能な異なるポリプロピレン系樹脂の組み合わせな
ど）の他、（ｂ）オレフィン系樹脂と、ビニルエステル系樹脂、ポリエステル系樹脂及び
ポリアミド系樹脂から選択された少なくとも一種との組み合わせ、（ｃ）ビニル系樹脂と
、ポリアミド系樹脂との組み合わせなどが挙げられる。
【００３９】
　特に、ポリプロピレン系樹脂と、このポリプロピレン系樹脂と相分離可能な他の樹脂（
ポリプロピレン系樹脂以外の樹脂など）との組み合わせが好ましい。ポリプロピレン系樹
脂と、相分離可能な他の樹脂（ポリエチレン系樹脂、ビニルエステル系樹脂、ポリエステ
ル系樹脂、ポリアミド系樹脂など）との割合（重量比）は、例えば、ポリプロピレン系樹
脂／相分離可能な他の樹脂＝１０／９０～９０／１０、好ましくは３０／７０～８５／１
５、さらに好ましくは５０／５０～８０／２０程度であってもよい。
【００４０】
　前記複合繊維の断面構造（横断面構造）は、特に制限されず、例えば、放射状配列型（
例えば、複数の樹脂のうち一方の成分と他方の成分とが放射状に配置された形状、一方の
成分が薄層状で放射状に配置され、この薄層状の成分により他方の成分が放射状に分割さ
れた形状、接着剤層などにより、一方の成分と他方の成分とが放射状に分割された形態な
ど）、サイドバイサイド型（又は並列型又は多層積層型）、海島型、芯鞘型などであって
もよい。また、前記複合繊維は、中実であってもよく、中空であってもよい。
【００４１】
　また、前記複合繊維の断面形状（横断面形状）は、特に制限されず、例えば、円形、多
角形（三角形、四角形など）などであってもよい。
【００４２】
　前記複合繊維の平均繊維径は、特に制限されず、０．１～５０μｍ、好ましくは０．５
～４０μｍ、さらに好ましくは１～３０μｍ程度であってもよい。また、前記複合繊維の
平均繊維長は、例えば、０．１～１０ｍｍ、好ましくは０．５～８ｍｍ、さらに好ましく
は０．８～６ｍｍ程度であってもよい。
【００４３】
　なお、前記複合繊維は、必要により、他の繊維［天然繊維（セルロース繊維など）、合
成繊維、半合成繊維（アセテートなど）］を含んでいてもよく、添加剤（例えば、着色剤
、帯電防止剤、界面活性剤、芳香剤、脱臭剤、抗菌剤など）を併用してもよい。
【００４４】
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　前記複合繊維を叩解処理した分割繊維を繊維（Ｂ）として用いる場合、複合繊維の叩解
処理は、慣用の叩解処理方法、例えば、リファイナー処理及びホモジナイズ処理から選択
された少なくとも一種の処理方法などにより行うことができる。このような叩解処理の詳
細は、特開２００８－１７９９２２号公報を参照できる。
【００４５】
　複合繊維の叩解処理により得られる分割繊維（フィブリル化繊維）の平均繊維径は、０
．０１～３０μｍの広い範囲から選択でき、例えば、０．０５～２５μｍ、好ましくは、
０．１～２０μｍ、さらに好ましくは０．３～２０μｍ程度であってもよい。また、前記
フィブリル化繊維の平均繊維長は、０．１～５ｍｍの広い範囲から選択でき、例えば、０
．１～４ｍｍ、好ましくは０．３～４ｍｍ、さらに好ましくは０．３～３ｍｍ程度であっ
てもよい。
【００４６】
　合成樹脂繊維（Ｂ）の割合は、固形分換算で、例えば、セルロース系繊維（Ａ）１００
重量部に対して、１～１０００重量部、好ましくは１０～５００重量部、さらに好ましく
は２０～２００重量部、特に、５０～１５０重量部程度であってもよい。なお、このよう
な割合は、機械的剪断処理後のセルロース系繊維（Ａ）の微小繊維に対する樹脂繊維（Ｂ
）の微小繊維の割合にも対応している。
【００４７】
　前記セルロース系繊維（Ａ）及び合成樹脂繊維（Ｂ）の平均繊維長（Ｌ）は、０．０１
～１ｍｍ（例えば、０．０２～０．７ｍｍ）、好ましくは０．０３～０．９ｍｍ、さらに
好ましくは０．０５～０．８ｍｍ（特に、０．０６～０．７ｍｍ）程度であってもよい。
また、微小繊維の平均繊維径（Ｄ）は、０．００１～１μｍ、好ましくは０．００５～０
．８μｍ、さらに好ましくは０．０１～０．６μｍ（特に、０．１～０．４μｍ）程度で
あってもよい。微小繊維のアスペクト比（Ｌ／Ｄ）は、１００～１００００、好ましくは
２００～８０００、さらに好ましくは４００～６０００（特に、６００～４０００）程度
であってもよい。また、前記微小繊維の平均繊維長及び平均繊維径は、機械的に剪断処理
を行う前の原料繊維の平均繊維長及び平均繊維径と同じか又はそれ以下である。
【００４８】
　なお、繊維状補強剤は、不定形状（ペレット状、粉粒状など）の微小樹脂（平均径０．
０１～５０ｍｍを有する不定形状樹脂に機械的剪断力を作用させて得られる不定形状微小
樹脂など）を実質的に含有しなくてもよい。
【００４９】
　（繊維状補強剤の製造方法）
　前記繊維状補強剤は、セルロース系繊維（Ａ）と、合成樹脂繊維（Ｂ）とを、溶媒中で
機械的に剪断処理して、懸濁液を調製し、この懸濁液から溶媒を除去することにより製造
できる。
【００５０】
　前記溶媒としては、原料樹脂繊維に化学的又は物理的損傷を与えない限り特に制限され
ず、例えば、水、有機溶媒［アルコール類（メタノール、エタノール、２－プロパノール
、イソプロパノールなどＣ１－４アルカノールなど）、エーテル類（ジエチルエーテル、
ジイソプロピルエーテルなどのジＣ１－４アルキルエーテル、テトラヒドロフランなどの
環状エーテル（環状Ｃ４－６エーテルなど））、ケトン類（アセトン、メチルエチルケト
ン、メチルブチルケトンなどのジアルキルケトン（ジＣ１－５アルキルケトンなど）；シ
クロヘキサノンなどのシクロアルカノン（Ｃ４－１０シクロアルカノンなど））、芳香族
炭化水素（トルエン、キシレンなど）、ハロゲン系炭化水素類（塩化メチル、フッ化メチ
ルなど）など］などが挙げられる。
【００５１】
　これらの溶媒は、単独で又は二種以上組み合わせて使用してもよい。また、これらの溶
媒のうち、生産性、コストの点から、水が好適であり、必要により、水と水性有機溶媒（
Ｃ１－４アルカノール、アセトンなど）との混合溶媒を用いてもよい。
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【００５２】
　機械的剪断処理に供するセルロース系繊維（Ａ）及び合成樹脂繊維（Ｂ）は、溶媒中に
少なくとも共存した状態であればよく、機械的剪断処理に先だって、セルロース系繊維（
Ａ）及び合成樹脂繊維（Ｂ）を、溶媒中に分散させてもよい。分散は、例えば、慣用の分
散機（超音波分散機、ホモディスパー、スリーワンモーターなど）などを用いて行っても
よい。なお、前記分散機は、機械的撹拌手段（撹拌棒、撹拌子など）を備えていてもよい
。
【００５３】
　セルロース系繊維（Ａ）及び合成樹脂繊維（Ｂ）の溶媒中における濃度は、双方の繊維
の総量として、０．０１～５０重量％、好ましくは０．０５～４０重量％、さらに好まし
くは０．１～３０重量％程度であってもよい。
【００５４】
　前記機械的剪断力は、機械的な剪断力を作用させて原料樹脂を微小化できる限り特に制
限されず、例えば、叩解処理（ホモジナイズ処理、リファイナー処理など）などの機械的
剪断力や、超音波処理を作用させてもよく、特に、ホモジナイズ処理などの叩解処理で機
械的剪断力を作用させるのが好ましい。これらの機械的剪断力は、単独で又は二種以上組
み合わせて使用してもよい。なお、必要により、機械的剪断力に先だって、慣用の予備叩
解処理を行ってもよい。
【００５５】
　ホモジナイズ処理では、慣用の均質化装置（例えば、ホモジナイザー、特に、高圧ホモ
ジナイザーなど）を使用することができる。
【００５６】
　なお、高圧ホモジナイザーは、内部に狭まった流路（例えば、オリフィス（小径オリフ
ィスなど）など）を備え、前記分散液を狭まった流路に通過させることにより、圧力を負
荷し、容器内壁などの壁面に衝突させることにより、剪断応力又は切断作用を付与するタ
イプの装置であってもよい。
【００５７】
　このような高圧ホモジナイザーにおいて、狭まった流路を通過させることにより負荷さ
れる圧力（又は高圧ホモジナイザーへ圧送する圧力（又は処理圧力））は、例えば、３０
～１００ＭＰａ、好ましくは３５～８０ＭＰａ、さらに好ましくは４０～６０ＭＰａ（例
えば、４５～５５ＭＰａ）程度であってもよい。
【００５８】
　また、狭まった流路の通過と壁面への衝突とを繰り返して行うことにより、前記原料樹
脂繊維の微小化、及び分散液の均質化の程度を適宜調整することができる。狭まった流路
の通過と壁面への衝突との繰り返し数（又は処理回数（又はパス回数））は、５～３０回
、好ましくは、７～２５回、さらに好ましくは１０～２０回（例えば、１２～１８回）程
度であってもよい。
【００５９】
　なお、このような高圧ホモジナイザーによる微小化の詳細は、例えば、特公昭６０－１
９９２１号公報などを参照できる。
【００６０】
　このような方法により得られる懸濁液では、セルロース系繊維（Ａ）及び合成樹脂繊維
（Ｂ）が高度に微小化され、繊維（Ａ）及び（Ｂ）の微小繊維が互いに入り組んでいるた
め、微小繊維が溶媒中に均一に分散し、安定した懸濁液（又はスラリー状懸濁液）を形成
している。
【００６１】
　なお、懸濁液は、必要により、添加剤を含んでいてもよい。添加剤としては、例えば、
安定剤［酸化防止剤（ヒンダードフェノール系酸化防止剤など）、収縮防止剤、帯電防止
剤、紫外線吸収剤、耐熱安定剤、耐候安定剤など］、滑剤、離型剤、潤滑剤、衝撃改良剤
、着色剤（染料や顔料など）、可塑剤、難燃剤、抗菌剤、防腐剤、防カビ剤、防虫剤、消
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臭剤などを含有していてもよい。
【００６２】
　溶媒の除去方法としては、慣用の脱液処理（例えば、濾過、圧搾、遠心分離など）、乾
燥処理などが挙げられる。これらの処理は、適宜組み合わせて使用してもよいが、少なく
とも乾燥処理するのが好ましく、例えば、濾過などにより脱液した後、乾燥してもよい。
また、繊維状補強剤の製造に伴って、前記懸濁液の溶媒の種類を置換（溶媒置換）しても
よい。溶媒置換を行う場合、例えば、水系溶媒を脱液した後、有機溶媒（前記例示の有機
溶媒、例えば、Ｃ１－４アルカノール、アセトンなど）に微小繊維を分散させ、さらに脱
液処理を行ってもよい。また、水系溶媒の脱液及び／又は有機溶媒の脱液の後、必要によ
り、乾燥してもよい。
【００６３】
　乾燥温度は、２０～３００℃程度の広い範囲から選択できるが、複数の微小樹脂のガラ
ス転移温度（Ｔｇ）より低い温度、例えば、２５～２５０℃、好ましくは２８～２００℃
、さらに好ましくは３０～１５０℃（特に４０～１３０℃）程度であってもよい。このよ
うな温度で乾燥すると、微小繊維が熱により接着することなく、微小化による効果を損わ
ない。
【００６４】
　乾燥には、必要に応じて、公知の乾燥機、例えば、ナウター型乾燥機、棚型乾燥機、加
熱ジャケット付回転式混合機などが使用できる。
【００６５】
　前記繊維状補強剤は、必要に応じて、粉砕処理、ペレタイズ処理などに供してもよい。
粉砕には、公知の粉砕機、例えば、サンプルミル、ハンマーミル、カッターミルなどを使
用してもよい。また、ペレタイズ処理には、公知のペレット化装置、例えば、ペレタイザ
などを使用してもよい。
【００６６】
　また、前記繊維状補強剤は、さらに他の樹脂と組み合わせて樹脂組成物として使用して
もよい。特に、繊維状補強剤をマスターバッチとして使用し、他の樹脂（又はマトリック
ス樹脂）を用いて、混合（希釈）し、繊維強化樹脂（又は繊維強化樹脂組成物）として使
用してもよい。なお、他の樹脂は、繊維状樹脂であってもよく、粉粒状樹脂又はペレット
状樹脂であってもよい。また、他の樹脂は、固体状態及び溶融状態のいずれの状態であっ
てもよい。セルロース系繊維（Ａ）及び合成樹脂繊維（Ｂ）の微小繊維が均一に分散され
た前記繊維組成物を用いることにより、マトリックス樹脂が疎水性であっても、マトリッ
クス樹脂に均一に分散でき、マトリックス樹脂を効果的に補強できる。そのため、前記繊
維状補強剤は、幅広い種類のマトリックス樹脂に適用することができ、種々のマトリック
ス樹脂の補強剤又は強化剤として有用である。
【００６７】
　前記他の樹脂としては、前記繊維（Ｂ）の項で例示の樹脂などが挙げられ、繊維（Ｂ）
と均質樹脂を構成してもよく、ポリマーアロイを形成してもよい。他の樹脂は、繊維（Ｂ
）を構成する繊維とは、異なる種類の樹脂であってもよいが、混練性の点からは、繊維（
Ｂ）を構成する少なくとも一種の樹脂繊維と同種の樹脂であるのが好ましい。異種の樹脂
の場合は、相溶化剤などを用いて混練するのが好ましい。
【００６８】
　前記相溶化剤としては、例えば、極性基を有する化合物で変性した熱可塑性樹脂などが
挙げられる。前記熱可塑性樹脂としては、ポリオレフィン系樹脂（ポリエチレン、ポリプ
ロピレン、エチレンープロピレン共重合体、プロピレンーブテン共重合体など）、ポリア
ミド系樹脂（ポリアミド６、ポリアミド１２など）、環状炭化水素系樹脂（環状オレフィ
ンコポリマーなど）、ポリスチレン系樹脂｛ポリスチレン樹脂、アクリロニトリル－スチ
レン共重合体（ＡＳ樹脂）、アクリロニトリル－共役ジエン－スチレン共重合体（ＡＢＳ
樹脂など）、スチレン－共役ジエン共重合体及び／又はその水素添加樹脂（ＳＢＳ、ＳＩ
Ｓ、ＳＩＢＳ、ＳＥＢＳ、ＳＥＰＳ、ＳＥＥＰＳ、ＳＢＢＳなど）、スチレン系熱可塑性
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エラストマー［スチレン－共役ジエン共重合体及び／又はその水素添加樹脂を含有する混
合物又は部分架橋物（例えば、スチレン－共役ジエン共重合体及び／又はその水素添加樹
脂と、オレフィン系樹脂及び／又はオイルとを配合した混合物など）など］など｝などが
挙げられる。これらのうち、ポリオレフィン系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリスチレン系
樹脂などが好ましい。
【００６９】
　これらの熱可塑性樹脂を変性するための変性剤としての極性基を有する化合物において
、極性基としては、例えば、カルボキシル基、カルボニル基（エステル基、アミド基、酸
はライド基など）、酸無水物基、アミノ基、ヒドロキシル基、グリシジル基、オキサゾリ
ル基などが挙げられる。これらの極性基は、単独で又は二種以上組み合わせてもよい。好
ましい極性基は、カルボキシル基、酸無水物基、グリシジル基などである。
【００７０】
　極性基を有する化合物としては、具体的には、カルボキシル基を有する化合物（（メタ
）アクリル酸などのモノカルボン酸、マレイン酸、フマル酸などのジカルボン酸及びその
無水物など）、不飽和グリシジル化合物及び／又はその誘導体（グリシジル（メタ）アク
リレート、アリルグリシジルエーテル、ビニルグリシジルエーテルなど）が挙げられる。
これらのうち、カルボキシル基を有する化合物（特に、無水マレイン酸（ＭＡＨ）など）
、不飽和グリシジル化合物及び／又はその誘導体（特に、グリシジルメタクリレート（Ｇ
ＭＡ）など）などが好ましい。これらの相溶化剤は、単独で又は二種以上組み合わせて使
用してもよい。
【００７１】
　前記繊維状補強剤と他の樹脂との割合（重量比）は、特に制限されず、例えば、繊維状
補強剤／他の樹脂＝０．１／９９．９～９９／１、好ましくは０．２／９９．８～９０／
１０、さらに好ましくは０．３／９９．７～８０／２０（例えば、０．４／９９．６～７
０／３０）、特に、０．５／９９．５～６０／４０（例えば、１／９９～５０／５０）程
度であってもよい。
【００７２】
　なお、繊維状補強剤中のセルロース系繊維（Ａ）の微小繊維の割合は、繊維状補強剤全
体に対して、１０～８０重量％、好ましくは２０～７０重量％、さらに好ましくは２５～
６０重量％程度であってもよい。
【００７３】
　本発明の成形体は、前記繊維強化樹脂で形成されている。このような成形体は、繊維強
化樹脂を、溶融混練し、慣用の成形方法（押出成形、射出成形、圧縮成形など）で成形す
ることにより得ることができる。
【００７４】
　溶融混練は、慣用の方法、すなわち、慣用の溶融混練機、例えば、一軸又はベント式二
軸押出機などを用いて行うことができる。また、溶融混練に先だって、慣用の方法、例え
ば、混合機（タンブラー、Ｖ型ブレンダー、ヘンシェルミキサー、ナウタミキサー、リボ
ンミキサー、メカノケミカル装置、押出混合機など）を用いて、繊維強化樹脂と他の成分
（前記例示の添加剤など）などとを予備混合してもよい。なお、溶融混練温度は、例えば
、７０～３００℃、好ましくは８０～２８０℃、さらに好ましくは８５～２６０℃程度で
あってもよい。
【００７５】
　さらに、得られた成形体は、微小繊維が成形体中（微小繊維に添加された樹脂繊維、又
は前記他の樹脂など）に十分に分散されているため、高い強度を有している。
【００７６】
　前記成形体は、高い強度を有するため、宇宙関連品［人工衛星（人工衛星本体、パラボ
ラアンテナ、太陽電池用フレームなど）、スペースシャトル（機体、翼、遠隔操作棒、荷
物室ドアなど）など］、航空機部品（機体、主翼、尾翼、方向舵など）、自動車部品（ボ
ディ、フード、ドア、ドライブシャフトなど）、スポーツ用品（ゴルフシャフト、テニス
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ラケットフレームなど）、レジャー用品（釣り竿など）などに有用である。また、必要に
応じて、紡糸することも可能であり、衣服などにも用いることができる。
【産業上の利用可能性】
【００７７】
　本発明の繊維状補強剤は、セルロース系繊維及び合成樹脂繊維の微小繊維が均一に分散
しており、樹脂への分散性が高い。そのため、樹脂に添加して、補強するための樹脂用補
強剤として有用である。また、得られる繊維強化樹脂及び成形体は、高い強度を有するた
め、宇宙関連品（人工衛星、スペースシャトルなど）、航空機部品、自動車部品、スポー
ツ用品、レジャー用品などに用いることができる。
【実施例】
【００７８】
　以下に、実施例に基づいて本発明をより詳細に説明するが、本発明はこれらの実施例に
よって限定されるものではない。
【００７９】
　実施例１
　市販のクラフトパルプ（平均繊維長３ｍｍ、平均繊維径１２μｍ）１００ｇ、及び繊維
状のポリプロピレン樹脂（ＥＤＣ８１０　チッソポリプロ社製）１００ｇに、水２０Ｌを
加え、よく撹拌した。得られた分散液を均質化装置（ＧＡＵＬＩＮ社製　１５Ｍ－８ＴＡ
、高圧ホモジナイザー）に常温で仕込み、４４．１ＭＰａの圧力をかけて１５回通過させ
てスラリー状懸濁液を得た。このスラリー状懸濁液を遠心脱液機により脱液し、次いでイ
ソプロピルアルコール１００Ｌを用いて溶剤置換を行った。さらに脱液した後、乾燥して
、綿状の熱可塑性繊維／ミクロフィブリル化（ＭＦ化）セルロース複合体を得た。
【００８０】
　得られた綿状複合体と、上記と同様の繊維状ポリプロピレン樹脂とを、ＭＦ化セルロー
ス繊維の割合が、４０重量％となるように混合し、二軸押出機（日鋼（株）、ＴＥＸ３０
α）にて１９０℃で混練後、ペレタイザによりペレット化した。このペレットの表面を走
査型電子顕微鏡により観察したところ、分散状態が均一であった。
【００８１】
　比較例１
　市販のクラフトパルプを用いることなくスラリー懸濁液を調製する以外は、実施例１と
同様の操作を行い、綿状の複合体に代えてＭＦ化ＰＰ繊維を得た。
【００８２】
　得られたＭＦ化ＰＰ繊維と、市販のクラフトパルプ（平均繊維長３ｍｍ、平均繊維径１
２μｍ）とを、クラフトパルプの割合が４０重量％となるように混合し、二軸押出機（日
鋼（株）、ＴＥＸ３０α）に、１９０℃で混練後、ペレタイザによりペレット化した。
【００８３】
　比較例２
　市販のクラフトパルプ（平均繊維長３ｍｍ、平均繊維径１２μｍ）１００ｇに水２０Ｌ
を加え、よく撹拌した。得られた分散液を均質化装置（ＧＡＵＬＩＮ社製　１５Ｍ－８Ｔ
Ａ、高圧ホモジナイザー）に常温で仕込み、４４．１ＭＰａの圧力をかけて１５回通過さ
せて、ミクロフィブリル化（ＭＦ化）セルロースのスラリー状懸濁液を得た。
【００８４】
　この懸濁液に、繊維状のポリプロピレン樹脂（ＥＤＣ８１０　チッソポリプロ社製）１
００ｇを混合し、攪拌機（ＵＴ１３０５　マキタ社製）にて３分間撹拌した。得られた混
合物を、遠心脱液機により脱液処理し、次いでイソプロピルアルコール１００Ｌを用いて
溶剤置換を行った。さらに脱液した後、乾燥した。
【００８５】
　得られた乾燥物と、上記と同様の繊維状ポリプロピレン樹脂とを、ＭＦ化セルロース繊
維の割合が、４０重量％となるように混合し、二軸押出機（日鋼（株）、ＴＥＸ３０α）
にて１９０℃で混練後、ペレタイザによりペレット化した。



(14) JP 2010-84281 A 2010.4.15

10

20

30

【００８６】
　実施例及び比較例で得られたペレットを用いて、下記の物性試験を行うとともに、成形
片を目視にて評価した。結果を表１に示す。
(1)密度
　ＩＳＯ１１８３に準じて、密度（ｇ／ｃｍ３）を測定した。
(2)曲げ強さ及び曲げ弾性率
　ＩＳＯ１７８に準じて、曲げ強さ（ＭＰａ）及び曲げ弾性率（ＭＰａ）を測定した。
(3)シャルピー衝撃強さ
　ＩＳＯ１７９／１ｅＡに準じて、２３℃にて、ノッチ付き試験片を用いてシャルピー衝
撃強さ（ｋＪ／ｍ２）を測定した。
(4)荷重たわみ温度
　ＩＳＯ７５に準じて、１．８０ＭＰａ及び０．４５ＭＰａの条件にて、荷重たわみ温度
（℃）を測定した。
【００８７】

【表１】

【００８８】
　表１から明らかなように、比較例に比べて、実施例では、曲げ弾性率、荷重たわみ温度
が顕著に改善された。
【図面の簡単な説明】
【００８９】
【図１】図１は実施例１で得られたサンプルの表面における１０００倍の走査型電子顕微
鏡写真である。
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